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倉持俊弥 准教授　履歴・業績

【履　　歴】

1958年 3 月11日　生まれ

【学歴】

1981年 3 月　慶應義塾大学　商学部　卒業

1983年 3 月　慶應義塾大学　大学院商学研究科修士課程　修了

1987年 5 月　タイ王国　タマサート大学　大学院経済学部修士課程　修了

1988年 3 月　慶應義塾大学　大学院商学研究科博士課程　単位取得退学

【職歴】

1988年 4 月〜1991年 3 月　慶應義塾大学　国際センター　嘱託

1990年 4 月〜1992年 3 月　（財）国際開発センター　調査部　研究嘱託

1992年 4 月〜1998年 3 月　秋田経済法科大学　経済学部　専任講師

1998年 4 月〜2007年 3 月　専修大学　経営学部　助教授

2007年 4 月〜　　　　　　専修大学　経営学部　准教授

【所属学会】

国際経済学会

東北経済学会

東アジア経済学会

【学位請求論文】

1983年 3 月　『発展途上国における金融的発展』慶應義塾大学 商学修士

1987年 5 月　“The Impact of Monetary Policy on Financial Development: A Case Study of Thailand”タイ王国

タマサート大学 経済学修士
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【業　　績】

［主要研究業績］

「発展途上国における金融発展に対する金融政策の影響：タイのケース」慶應義塾大学商学会 三田商学研究 

32巻 6 号，1990年 2 月

「経済協力基盤ネットワークの形成に関する調査 平成 3 年」財団法人国際開発センター 経済企画庁委託研究（共

著），1991年 3 月

「発展途上国におけるインフォーマル金融市場と規制緩和の影響」慶應義塾大学商学会 三田商学研究 34巻 6 号，

1991年 8 月

「経済協力基盤ネットワークの形成に関する調査 平成 4 年」財団法人国際開発センター 経済企画庁委託研究（共

著），1992年 3 月

「途上国の金利規制」財団法人国際開発センター「IDC Forum」，1992年 3 月

「発展途上国とマクロ経済政策：金融改革と預金準備率政策」秋田経済法科大学経済学部 経済学部紀要 第19号，

1994年 3 月

“Financial Aspects of the East Asian Economic Development” NCNA International Academic Forum（遼寧大学）

全国学会，1994年 8 月

“East Asian Approach of Financial Reform” 秋田経済法科大学経済学部 経済学部紀要 第20号，1994年 9 月

「途上国交易条件の分析：東アジアのケース」秋田経済法科大学経済学部 経済学部紀要 第22号，1995年 9 月

「途上国交易条件に対する貿易自由化政策の影響─東アジア諸国のケース」秋田経済法科大学経済学部 経済

学部紀要 第24号，1996年 9 月

「途上国における金融政策と経済成長─分析の枠組みとタイのケース」秋田経済法科大学経済学部 経済学部

紀要 第26号，1997年 9 月

「アジア諸国の交易条件と貿易自由化の影響─韓国，タイ，フィリピン，スリランカのケース」慶應義塾大学

商学会 三田商学研究 商学部福島義久教授追悼号，1997年12月

「アジア通貨危機論」慶應義塾大学商学部 福島研究会，1998年12月

「タイの実質為替レートの分析〜通貨危機の背景」専修大学 経営学研究所 定例研究会，1998年12月

「実質為替レートの分析─タイのケース」専修経営学論集 第68号，1999年 3 月

「途上国における固定為替相場制下の外貨準備─タイの実証分析」専修経営学論集 第70号，2000年 3 月

「アジア途上国の貯蓄動向に関する実証分析」専修経営学論集 第72号，2001年 3 月

「東アジアの通貨・金融危機と資本逃避に関する実証分析─タイのケース」専修経営学論集 第74号，2002年

3 月

「東アジア諸国における通貨危機の伝染に関する実証分析」専修経営学論集 第76号，2003年 3 月

「為替レート・輸入財価格変動が国内物価に及ぼす影響に関する実証分析」専修経営学論集 第78号，2004年

3 月

「為替レートの変動性が輸出に及ぼす影響に関する実証分析」専修経営学論集 第80号，2005年 3 月

「直接投資が途上国経済成長に及ぼす影響に関する実証分析」専修経営学論集 第82号，2006年 3 月

「途上国における金融発展と経済成長の関連性：直接投資が成長に及ぼす影響と金融の役割に関する実証分析」

専修経営学論集 第84号，2007年 3 月
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「途上国における貿易・財政赤字の関係に関する実証分析」専修経営学論集 第86号，2008年 3 月

「途上国のキャピタル・フライトに関する実証分析」専修経営学論集 第88号，2009年 3 月

「途上国における為替レートと貿易収支の調整に関する実証分析」専修経営学論集 第90号，2010年 3 月

「政府開発援助と経済成長の関係に関する実証分析」専修経営学論集 第92号，2011年 3 月

「途上国の対外債務とGDPの関係に関する実証分析」専修経営学論集 第94号，2012年 3 月

「開発途上国財政赤字のクラウディング・アウトに関する実証分析」専修経営学論集 第96号，2013年 3 月

「途上国における財政赤字，インフレ率の関連性と管理フロート，インフレ・ターゲティング採用の影響に関

する実証分析」専修経営学論集 第98号，2014年 3 月

「途上国のフィリップス曲線に関する実証分析」専修経営学論集 第100号，2015年 3 月

「途上国における交易条件と貿易収支の関係についての実証分析」専修経営学論集 第101号，2016年 3 月

「途上国のトリレンマに関する実証分析」専修経営学論集 第103号，2017年 3 月

「GDP 短期循環の連動性に関する実証分析：タイと主要貿易相手国の二国間関係」専修経営学論集 第105号，

2018年 3 月

「途上国における金融指標の循環的変動と景気循環の関連性に関する実証分析」専修経営学論集 第107号，

2019年 3 月

「途上国における金融発展と経済成長の関連性についての実証分析」専修経営学論集 第109号，2020年 3 月

「途上国における金融的発展と所得格差の関連性に関する実証分析」専修経営学論集 第111号，2021年 3 月

「途上国における貿易と所得・賃金格差の関連性に関する実証分析」専修経営学論集 第113号，2022年 3 月

※共著の注記がないものは単著です。
※作成にあたり，学務課と経営研究所にご協力いただきました。感謝申し上げます。
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